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１ 調査概要

（１）目的

本市の人口流入・流出状況を把握するとともに、人口問題への対策を検討する
ための基礎資料

（２）対象者

転入・転出届を提出した方の中で、アンケートに協力していただいた方

（推移は、アンケート対象者ではなく届出件数）

（３）調査方法

転入・転出者に対し窓口でのアンケート調査

（４）調査期間

平成２７年４月～令和３年３月

（５）調査項目

2

①年齢別転出者数の推移 ②転出の理由 ③市内でも住まいを検討したか ④将来稲敷市に戻るか
⑤どのような環境であれば戻りたいか ⑥戻る場合のきっかけ・タイミング

転入

転出

①年齢別転入者数の推移 ②転入の理由 ③勤務先 ④市外でも住まいを探したか ⑤稲敷市を選んだ理由



１ 調査概要
（６）アンケートの回収状況

届出数 回答数 回答率

H27 1,257 411 32.7%

H28 1,542 329 21.3%

H29 1,375 215 15.6%

H30 1,143 402 35.2%

R1 1,221 391 32.0%

R2 1,125 196 17.4%

R3 1,088 302 27.8%
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届出数 回答数 回答率

H27 1,532 647 42.2%

H28 1,776 143 8.1%

H29 1,707 462 27.1%

H30 1,448 317 21.9%

R1 1,557 646 41.5%

R2 1,365 476 34.9%

R3 1,330 394 29.6%

転入 転出

すべての年において、転出の届出数が多くなっている。



２－①年齢別転入者数の推移
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0～9歳 10歳～19歳 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～69歳 70歳以上

平成27年 101 67 416 285 149 83 72 84

平成28年 112 94 623 387 141 72 61 52

平成29年 98 68 496 389 134 73 62 55

平成30年 101 80 366 244 149 82 61 60

令和元年 83 87 444 299 149 60 39 60

令和2年 116 59 385 246 141 82 46 50

令和3年 68 44 353 291 116 74 79 63
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・すべての年において、20代が最も多く、次いで30代となっている。

※届出件数

転入



進学・入学 就職 転職・転勤 結婚 出産
住宅の購

入・新築

子供や親な

どとの同居
その他

平成27年 2.3% 11.2% 23.0% 8.2% 1.6% 9.2% 17.1% 22.4%

平成28年 1.2% 11.9% 28.6% 9.5% 1.2% 6.0% 17.9% 16.7%

平成29年 0.4% 10.0% 26.3% 7.2% 2.0% 10.8% 18.7% 21.1%

平成30年 2.3% 9.1% 28.2% 8.1% 1.3% 11.1% 15.4% 20.5%

令和元年 1.4% 10.9% 22.1% 12.9% 1.0% 9.5% 17.0% 18.7%

令和2年 1.0% 7.2% 30.7% 6.2% 0.7% 9.0% 17.2% 20.7%

令和3年 4.0% 7.5% 26.5% 5.3% 0.4% 11.1% 13.7% 24.3%
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２－②転入の理由
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・すべての年で、「転職・転勤」が最も多く、次いで「子供や親などとの同居」
が多くなっている。

・「その他」においては、“離婚”や“介護”、“老人ホーム入所”の他、“退
職して戻ってきた”などがあった。

転入

5
※アンケート回答件数の割合で算出

施策によって転入を拡大できる層

「転職・転勤」による転入は、
ここ２年で若干増加している。

「出産」による転入は、
減少が続いている。



稲敷市 つくば市 龍ケ崎市 牛久市 阿見町 美浦村 成田市 香取市 その他

平成27年 22.4% 1.3% 5.9% 3.0% 2.6% 3.0% 3.6% 3.3% 18.4%

平成28年 34.5% 2.4% 3.6% 1.2% 2.4% 6.0% 3.6% 2.4% 27.4%

平成29年 27.1% 4.8% 1.6% 7.2% 5.2% 2.8% 5.2% 0.0% 21.5%

平成30年 22.8% 6.7% 8.4% 6.0% 4.7% 3.4% 4.0% 1.0% 18.8%

令和元年 28.2% 4.4% 3.7% 3.7% 3.4% 2.0% 2.7% 1.0% 19.4%

令和2年 24.1% 3.4% 4.8% 3.8% 3.1% 4.1% 1.4% 0.3% 22.1%

令和3年 24.3% 5.3% 4.9% 2.7% 3.5% 3.1% 4.4% 0.9% 19.9%
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２－③勤務先
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・すべての年で、「稲敷市」が最も多くなっている。

・「龍ケ崎市」は平成29年を除き稲敷市の次に多くなっている。

・「その他」においては、“土浦市”、“鹿嶋市”、“神栖市”、“千葉県”な
どがあった。

転入

※アンケート回答件数の割合で算出

「牛久市」は、
減少が続いている。



探した 探していない その他

平成27年 16.8% 69.4% 0.3%

平成28年 15.5% 79.8% 0.0%

平成29年 21.1% 63.7% 1.6%

平成30年 19.5% 67.8% 0.3%

令和元年 12.2% 72.8% 1.7%

令和2年 19.3% 65.9% 1.0%

令和3年 17.3% 69.5% 1.3%
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２－④市外でも住まいを探したか
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・すべての年において、6割以上が「探していない」と回答している。

転入

※アンケート回答件数の割合で算出



２－⑤稲敷市を選んだ理由
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・すべての年において、「市内に親・子供がいるから」が最も多くなっている。

・「友人・知人がいるから（親族以外）」は、平成28年を除き2番目に多くなって
いる。

転入

市内に親・

子供がいる

から

市内に親等

の土地があ

るから

東京に比較

的近い立地

だから

友人・知人

がいるから

（親族以

外）

進学・勤務

先などが市

内にあるか

ら

教育や子育

て支援が充

実している

から

家賃や土地

などが安

かったから

畑や田んぼ

など農業に

興味がある

から

住んでいる

人が魅力的

だから

ゴルフや釣

りなどの環

境が恵まれ

ているから

のんびりし

た暮らしが

出来そうだ

から

水辺や緑な

ど自然環境

が豊かだか

ら

平成27年 41.1% 15.8% 3.9% 21.1% 18.4% 1.3% 17.8% 3.0% 3.9% 3.6% 20.1% 15.5%

平成28年 52.4% 17.9% 10.7% 22.6% 27.4% 0.0% 14.3% 1.2% 2.4% 1.2% 15.5% 15.5%

平成29年 41.8% 16.3% 4.0% 19.5% 18.3% 2.4% 18.7% 2.8% 2.8% 2.0% 20.3% 12.4%

平成30年 38.6% 13.4% 4.4% 20.5% 17.8% 1.3% 18.5% 2.7% 3.4% 4.7% 19.8% 10.1%

令和元年 39.5% 15.6% 4.8% 21.8% 21.8% 2.0% 12.9% 3.4% 3.1% 4.4% 24.5% 11.2%

令和2年 40.0% 15.9% 4.8% 22.1% 22.1% 2.1% 13.1% 3.4% 3.1% 4.5% 24.8% 11.4%

令和3年 42.9% 19.5% 5.3% 24.8% 17.7% 0.0% 20.8% 1.3% 0.9% 5.3% 26.5% 11.9%
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施策によって転入を拡大できる層

※アンケート回答件数の割合で算出



３－①年齢別転出者数の推移
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・すべての年において、20代が最も多く、次いで30代となっている。

※届出件数

転出

0～9歳 10歳～19歳 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～69歳 70歳以上

平成27年 88 105 621 339 161 75 53 90

平成28年 110 128 781 417 125 83 55 77

平成29年 107 111 673 460 164 87 48 57

平成30年 100 103 535 357 149 69 59 75

令和元年 83 112 584 352 198 82 71 75

令和2年 96 115 533 267 165 85 41 63

令和3年 78 94 506 303 150 71 63 65
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進学・入学 就職 転職・転勤 結婚 出産
住宅の購

入・新築

子供や親な

どとの同居
その他

平成27年 5.3% 20.1% 26.1% 21.2% 0.4% 4.3% 4.5% 15.8%

平成28年 4.9% 27.0% 23.8% 28.7% 0.0% 3.3% 3.3% 8.2%

平成29年 3.9% 17.6% 20.9% 21.2% 1.3% 8.8% 3.1% 17.8%

平成30年 4.2% 20.4% 25.9% 15.3% 0.9% 9.5% 3.0% 15.0%

令和元年 3.9% 18.9% 22.3% 18.9% 0.2% 10.5% 3.7% 16.8%

令和2年 5.9% 19.0% 23.7% 14.4% 0.8% 9.3% 3.6% 17.7%

令和3年 9.6% 17.5% 22.0% 11.1% 0.6% 9.6% 4.5% 20.1%
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３－②転出の理由
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・ 「就職」、「転職・転勤」、「結婚」が他と比較し多くなっている。

・「その他」においては、“自立するため”、“離婚”、“老人ホーム入所”、
“同棲”などがあった。

転出

10
※アンケート回答件数の割合で算出

施策によって転出を抑えられる層



転出先が遠方であり

市内では探していない

他の市町村に住みた

かったので探していない

探したが希望の

住まいがなかった
その他

平成27年 41.7% 18.5% 9.4% 12.3%

平成28年 49.2% 15.6% 5.7% 14.8%

平成29年 40.1% 19.1% 8.8% 10.6%

平成30年 41.0% 17.1% 13.4% 7.9%

令和元年 37.3% 20.5% 9.3% 9.9%

令和2年 35.5% 20.3% 11.6% 10.3%

令和3年 37.9% 20.7% 10.2% 10.8%
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３－③市内でも住まいを検討したか
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・すべての年において、3.5割以上が「転出先が遠方であり市内では探していない」
と回答している。

転出

11
※アンケート回答件数の割合で算出

住宅施策の充実によって、流出を
抑えられる可能性がある層



３－④将来稲敷市に戻るか
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・すべての年において、「現段階では分からない」が最も多く、次いで「戻るつ
もりはない・戻ることは難しい」となっている。

転出

※アンケート回答件数の割合で算出

できれば戻りたい
漠然と戻るイメージ

はある

現段階では分からな

い

戻るつもりはない・

戻ることは難しい
その他

平成27年 11.7% 8.2% 41.7% 21.2% 1.0%

平成28年 13.9% 4.9% 44.3% 22.1% 1.6%

平成29年 9.0% 6.2% 38.5% 23.8% 2.3%

平成30年 9.3% 5.6% 42.4% 20.8% 1.6%

令和元年 7.1% 5.3% 41.2% 22.7% 1.4%

令和2年 6.4% 5.4% 40.1% 24.7% 1.8%

令和3年 6.4% 3.5% 44.3% 22.3% 1.6%
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３－⑤どのような環境があれば戻りたいか
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・仕事については、平成27～R3の合計を見ると、１位は「多様な職種の職場」、
２位は「自身や家族の仕事場による」、３位は「福利厚生が充実した職場」と
なっている。

転出

※アンケート回答件数の割合で算出

H27
～R３

多様な職種の
職場

39.3%
（133票）

自身や家族の
仕事場による

18.6%
（63票）

福利厚生が充
実した職場

15.7%
（53票）

交通機関の利
便性

8.6%
（29票）

退職後に戻る
予定

1.5%
（5票）

５位４位３位２位１位

【仕事】



３－⑤どのような環境があれば戻りたいか
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・住居については、年によって結果が異なるが、全体でみると「交通機関の充
実」、「手ごろな価格帯の住宅」、「ショッピングモールや公共施設などの充
実」についての意見が多くなっている。

転出

※アンケート回答件数の割合で算出

【住居】

交通機関の充実

県営・市営住宅

交通機関の充実

手ごろな価格帯の住宅

ショッピングモールや公
共施設などの充実

アパートやマンションな
どの増加

交通機関の充実 手ごろな価格帯の住宅

交通機関の充実

手ごろな価格帯の住宅

ショッピングモールや公
共施設などの充実

交通機関の充実

R2 交通機関の充実
27.3％
（9票）

手ごろな価格帯の住宅
12.1％
（4票）

ショッピングモールや公
共施設などの充実

9.1％
（3票）

アパートやマンションな
どの増加

6.1％
（2票）

ショッピングモールや公
共施設などの充実

手ごろな価格帯の住宅

－－
21.2％
（11票）

R1

11..1％
（5票）

17.8％
（8票）

アパートやマンションな
どの増加

H30

7.7％
（4票）

手ごろな価格帯の住宅
13.5％
（7票）

アパートやマンションな
どの増加

12％
（3票）

24％
（6票）

交通機関の充実R3

2.2％
（1票）

県営・市営住宅
6.7％
（3票）

ショッピングモールや公
共施設などの充実

－－

－－
26.7％
（4票）

H28

4％
（1票）

アパートやマンションな
どの増加

－－

23.1%
（12票）

アパートやマンションな
どの増加

H27
9.6％
（5票）

6.7％
（1票）

アパートやマンションな
どの増加

－H29
20％
（6票）

13.3％
（4票）

5.8％
（3票）

手ごろな価格帯の住宅－－
15.4％
（8票）

ショッピングモールや公
共施設などの充実

５位４位３位２位１位

－－－



３－⑥戻る場合のきっかけ・タイミング
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・平成28年を除き、すべての年において、「戻るつもりはない」が最も多くなっ
ている。

転出

※アンケート回答件数の割合で算出

（３－②転出の理由で「結婚」と回答した方への限定質問）

１～２年新婚

生活を送った

後

子供が出来た

ら

子供が幼稚園

等に入る頃

子供が小学校

に入る頃

その他タイミ

ング

戻るつもりは

ない
その他

平成27年 2.3% 1.0% 1.2% 1.2% 1.9% 4.9% 6.0%

平成28年 3.3% 3.3% 0.0% 2.5% 4.1% 1.4% 0.6%

平成29年 0.5% 3.9% 1.8% 2.1% 0.8% 7.8% 1.0%

平成30年 0.7% 1.2% 0.9% 0.5% 1.6% 4.3% 1.9%

令和元年 0.8% 0.6% 0.6% 0.8% 1.2% 6.0% 3.1%

令和2年 0.5% 1.3% 0.0% 0.3% 1.0% 2.1% 2.5%

令和3年 0.6% 0.6% 0.0% 0.6% 0.6% 1.8% 0.8%

0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%
6.0%
7.0%
8.0%
9.0%
10.0%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年（人）（人）

・子供が独立後 ・家を購入するとき
・定年退職後 ・親の介護
・転勤、転職



４ まとめ
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〇年齢別に見ると、20代～30代の世代が多い。また、親とともに0歳～9歳の子も移動し
ていると考えられる。ライフステージにおいて、就職・転職・転勤などによる移動が
多い年代であり、全国的な傾向でもある。

〇理由別に見ると、「転職・転勤」や「子供や親などとの同居」が多い。このことから、
6割以上が市外で住まいを探していないと回答したと考えられる。

〇転入者の勤務先は稲敷市内が最も多い。これは、市外に勤務する人が、稲敷市を居住
先として選択していないことが考えられる。近年住宅地の整備・開発が進められ、人
口が増加している牛久市・阿見町を勤務先とする転入者は減少傾向にあることからも、
市外に勤務する層が稲敷市以外で住宅購入・新築し、稲敷市に定住する機会を失って
いる可能性がある。

〇また、20～30代の転出入者は子育て世代でもあることから、子育て支援や特色ある教
育についての関心が高い世代でもあると考えられる。転入者が稲敷市を選んだ理由の
中では「教育や子育て支援の充実」は少ない。子育て環境の充実、子育て支援などの
充実と同時に、十分な周知・情報発信が必要だと考えられる。

〇また、「結婚」、「出産」、「住宅の購入・新築」を理由とした転入は少なくなって
いるが、施策により転入を拡大できる層だと考えられる。

転入



４ まとめ
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〇年齢別に見ると、20代～30代の世代が多い。また、親とともに0歳～9歳の子も移動し
ていると考えられる。転入と同様に、ライフステージにおいて、就職・転職・転勤な
どによる移動が多い年代であり、全国的な傾向でもある。

〇平成27年から10代～30代の転出超過が続いていることから、若者の就職・進学や子育
て世代と中心とした層にアプローチが必要だと考えられる。働く場の創出や安定した
雇用、働く場の環境整備等を整えることが重要だと考えられる。

〇理由別に見ると、「就職」、「転職・転勤」、「結婚」の理由が多いが、「結婚」に
ついては、施策により転出を抑えられる層だと考えられる。

〇仕事の環境について、「多様な職種の職場」があれば戻りたいとの声が多い。そこを
整えていくことで、若者の転出抑制のきっかけになるとも考えられる。

〇住居の環境については、「交通機関の充実」、「手ごろな価格帯の住宅」があれば戻
りたいとの声が多い。交通機関については、茨城県全体における課題でもあるが、持
続可能なまちづくりにおいては重要な課題である。

〇稲敷市内で住宅を探したが、いい物件がなかったので転出していく市民が1割程度を占
めている。20～30代の転出入者が購入できる住宅があるかどうかが、転入の増加、転
出の抑制に影響を与える可能性がある。

転出



５ 調査票（転入）
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５ 調査票（転出）
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